
令 和 ８ 年 ３月 
交 付 税 課 

 地方団体から申出のあった交付税の算定方法に関する

 意見の処理について 【地方交付税法第 17 条の 4】

１ 意見の提出数（令和７年８月以降）

２ 法律事項に係る意見の処理について

７３項目（２２０件）のうち５８項目（１３５件）（別紙の「処理状況」欄に※を付したもの）

について意見の趣旨を踏まえ算定方法の改正等を行う。 

また、６項目（５７件）（別紙の「処理状況」欄に△を付したもの）は採用しないが引き

続き検討を行う。 

【意見の趣旨を踏まえて算定方法の改正等を行う主な例】 

○地方交付税の総額の確保  ２項目（２４件） 

○給与改定を反映した適切な算定  ７項目（  ７件） 

○物価高に対応した適切な算定 ２項目（ ６件） 

○公共土木施設の維持管理に要する経費の充実 １項目（ ２件） 

○準要保護生徒関係経費の適切な算入について  １項目（ １件） 

○児童相談所・一時保護所運営に係る算入経費の充実 １項目（ １件） 

○私立保育園等における障害児保育補助の拡充について  １項目（ １件） 

○地域デジタル社会推進費の継続  ３項目（ ５件） 

○消防防災ヘリコプター管理委託等に要する経費の

適切な反映   １項目（１２件） 

項目数 件数

都道府県分 56 193
市町村分 17 27

計 73 220
法律事項
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新規
継続

提出
団体

費目等 意見

継
続
・
新
規

神奈川県
ほか

［7件］

総括的
事項

（県・市）

■給与改定を反映した適切
な算定

・令和８年度普通交付税算定
では、令和７年度給与改定の
内容を適切に反映させるこ
と。
・また、令和８年度給与改定
に備えた給与改善費を充実
すること。

採用

　令和８年度地方財政計画において、令和７年人事委
員会勧告に伴う給与改定所要額を計上するとともに、
令和８年度の給与改定に備え、「給与改善費」（4,000
億円・前年度比2,000億円増）を増額計上し、これらの
経費については、普通交付税の単位費用により措置し
た。

継
続

群馬県
ほか

［6件］

総括的
事項

（県・市）

■物価高に対応した適切な
算定

　物価高等に伴う増加経費を
単位費用に適切に計上する
こと。

採用

　物価高への対応として5,850億円（※）を令和８年度
地方財政計画に増額計上するとともに、普通交付税の
単位費用により措置した。

（※）
・自治体のサービス、施設管理等の委託料 　　800億円
・道路や河川等の点検、補修に係る維持補修費　　750億円
・道路や施設の改修等に係る投資的経費（単独） 3,000億円　等

継
続

北海道
ほか

［2件］

道路
橋りょう費

等
（県）

■公共土木施設の維持管理
に要する経費の充実

　公共土木施設の維持管理
に要する経費を充実するこ
と。

採用

　道路や河川等の維持管理に要する経費について
は、近年の物価上昇等を踏まえ、令和８年度地方財政
計画において、750億円を増額計上するとともに、普通
交付税の単位費用を充実した。

新
規

川西市
(兵庫県)

［1件］

中学校費
（市）

■準要保護生徒関係経費の
適切な算入について

　準要保護生徒の中学校部
活動地域展開等に伴う追加
経費を単位費用に適切に算
入すること。

採用

　部活動の地域展開等に伴う経済的困窮世帯生徒の
支援に要する経費については、文部科学省の要望を
踏まえ、新たに普通交付税の単位費用により措置し
た。

処理方針（案）

Ｒ８地方団体からの意見及び処理方針の概要（法律事項・主なもの）
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新規
継続

提出
団体

費目等 意見 処理方針（案）

Ｒ８地方団体からの意見及び処理方針の概要（法律事項・主なもの）

継
続

千葉県

［1件］

こども
子育て費

（県）

■児童相談所・一時保護所
運営に係る算入経費の充実

　児童相談所に係る単位費
用の更なる充実と一時保護
所に係る単位費用の適切な
算定をされたい。

採用

　児童相談所に係る経費については、令和５年度から
引き続き「新たな児童虐待防止対策体制総合強化プラ
ン」に基づき地方団体が児童虐待防止対策の強化に
取り組めるよう、令和８年度も、標準団体における職員
数を増員し、単位費用を増額した。
　また、一時保護所に係る経費については、人件費を
含め児童保護費負担金の対象となっているところ、国
の予算を踏まえた当該負担金に係る地方負担部分に
ついて、単位費用に適切に算入した。

新
規

枚方市
(大阪府)

［1件］

こども
子育て費

（市）

■私立保育園等における障
害児保育補助の拡充につい
て

　私立保育園等における障
害児保育補助について、障
害児一人当たりの費用で比
較すると不足しており、実態
と乖離が見られるため、単位
費用を増額すること。

採用
　公定価格における人件費の上昇等の動向を踏まえ、
障害児保育対策事業に係る単位費用を増額計上す
る。

継
続

石川県
ほか

［5件］

地域デジ
タル社会
推進費
（県・市）

■「地域デジタル社会推進
費」の継続について

　地域社会全体のデジタル
化を推進するための取組を
継続するため、「地域デジタ
ル社会推進費」の事業期間
を延長されたい。

採用

　引き続き、各自治体において地域が抱える課題のデ
ジタル実装を通じた解決に取り組む必要があることか
ら、「地域デジタル社会推進費」の事業期間を令和11
年度まで延長した。

継
続

青森県
ほか

［12件］

包括算定
経費
（県）

■消防防災ヘリコプター管理
委託等に要する経費の適切
な反映

　消防防災ヘリコプターの運
航・修繕に要する経費が適切
に反映されるよう、単位費用
を見直すこと。

採用
　消防防災ヘリコプターに係る経費については、消防
庁告示に基づく必要な経費であり、近年の物価の動向
等を踏まえ、普通交付税の単位費用を拡充した。
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＜基準財政需要額に係るもの＞
費　　　目 提 出 団 体 内　 容 処理状況

総括的事項 八王子市（東京都）

大阪市（大阪府）

徳島県 地方交付税の総額確保・機能充実等、法定率の引上げ及び臨時財政対策債の抜本的見直し ※

青森県 物価高騰に対する財政措置 ※

静岡市（静岡県） 給与改定を反映した適切な算定 ※

小松島市（徳島県） 追加財政需要を超過する財政需要が生じた際の交付税総額の加算について ※

八幡市（京都府） 会計年度任用職員給与の地方の実情に合わせた算定について ※

消防費 大分市（大分県） 「高機能消防指令センターの共同運用」に係る費用の適切な算入 ※

小・中学校費 上越市(新潟県)

野々市市(石川県)

鳥栖市(佐賀県)

熊本県

九重町(大分県)

善通寺市（香川県）

観音寺市（〃）

川西市(兵庫県) 準要保護生徒関係経費の適切な算入について ※

厚生労働費総括 大阪市（大阪府） 社会保障関係経費への適切な地方財政措置 ※

社会福祉費 堺市（大阪府） 地域生活支援事業における財政需要の適切な算入について

保健衛生費 横須賀市（神奈川県）

山北町(〃)

境港市（鳥取県）

こども子育て費 枚方市(大阪府) 私立保育園等における障害児保育補助の拡充について ※

芽室町（北海道）

穴栗市（兵庫県）

臨時財政対策債 八王子市（東京都）

大阪市（大阪府）

＜基準財政収入額に係るもの＞
税　　　目 提出団体 内　　　　 　容 処理状況

所得割 王寺町（奈良県） ふるさと納税ワンストップ特例制度により減収となる所得税相当分の補塡措置

特別支援教育支援員に係る単位費用の拡充

市　町　村　分

法定率の引上げ及び臨時財政対策債の抜本的見直し ※

※

法定率の引上げ及び臨時財政対策債の抜本的見直し ※

直接任用、派遣・請負契約によって雇用されるＡＬＴに要する経費の基準財政需要額への算入 △

Ｂ類疾病予防接種に係る財政需要の保健衛生費への適切な反映について

地域デジタル社
会推進費

地域デジタル社会推進費の継続 ※
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